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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 37,676 8.2 347 △59.8 313 △62.5 175 △68.4

2026年３月期中間期 34,831 8.9 864 147.7 835 156.1 554 173.9

（注）包括利益 2027年３月期中間期 298百万円（－％） 2026年３月期中間期 △98百万円（－％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 129.30 －

2026年３月期中間期 409.31 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年３月期中間期 51,977 16,853 32.3 12,392.46

2026年３月期 51,312 16,616 32.2 12,218.36

（参考）自己資本 2027年３月期中間期 16,779百万円 2026年３月期 16,545百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 40.00 － 40.00 80.00

2027年３月期 － 40.00

2027年３月期（予想） － 40.00 80.00

（％表示は、対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 75,000 5.2 1,300 △9.5 1,100 △24.8 700 2.2 516.94

１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期中間期 1,383,310株 2026年３月期 1,383,310株

②  期末自己株式数 2027年３月期中間期 29,286株 2026年３月期 29,180株

③  期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 1,354,066株 2026年３月期中間期 1,354,236株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：無

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用に当たって

の注意事項等については、添付資料Ｐ.４「１．経営成績等の概況 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する

説明」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

決算説明資料については、当社ウェブサイトに11月下旬頃、掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

(１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、継続的な賃上げや政府の物価高対策等の効果を背

景に、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復基調が続きました。一方で、流動的な国際情

勢に伴う資源価格の高騰、為替相場の変動や国内外の金利動向などから、引き続き慎重な見極め

が求められる展開となりました。

当社グループが属する物流業界におきましては、物価上昇の影響から国内貨物の荷動きが全般

的に伸び悩む動きとなったほか、人件費や燃料価格の高止まりにより収益環境は依然として厳し

い状況が続きました。また、2026年より本格運用の段階に入った改正物流関連法の施行を受け、

サプライチェーン全体の最適化や適正取引に向けた構造改革が加速いたしました。

このような環境のもと、当社グループは「中期経営計画 2028」の基本方針である「Be More 

LOGITEM. Do More LOGITEM.」を掲げ、３つの重点課題である「適切な利益を安定確保できる収益

構造の確立」「外部環境変化への対応」「コンプライアンス遵守・マネジメントならびにガバナ

ンスの強化」に向けた取り組みを推進してまいりました。

国内におきましては、営業拠点の最適化と３PL事業の拡大に向け、本年４月に開設した「北大

阪支店」の立上げ、前連結会計年度に開設した「ふじみ野支店」の安定した稼働と新規得意先の

誘致営業に注力いたしました。需要が拡大する低温物流分野では、「大阪茨木営業所」の冷凍冷

蔵倉庫の拡張を進め、更なる体制強化を図りました。また、コスト上昇に見合った適正な運賃・

料金の改定交渉を推進するとともに、自社次世代WMSの開発を進め、バース予約システムの導入に

よる荷待ち時間削減など、業務生産性の向上に取り組んでおります。

海外におきましては、各進出地での営業基盤をもとに現地ニーズの着実な取り込みを図りまし

た。ベトナムではコールドチェーン事業の強化に向け、持分法適用会社の運営深化に努めてまい

りました。そして、インドシナ半島地域を一つの経済圏と捉え、ラオスを起点とした国際複合一

貫輸送の需要拡大に向けて営業活動を推進いたしました。

安全・品質管理におきましては、「重大事故ゼロ・労災事故ゼロ」の達成に向け、現場でのリ

スクアセスメントの定着を図りました。全運行車両へのAI搭載ドライブレコーダー配備や動画マ

ニュアルの活用により、安全指導と作業平準化に注力してまいりました。さらに、中期経営計画

の達成に向け、経営戦略に即した人財育成を強化し、多角的な教育研修体系の整備を推進いたし

ました。

これらの取り組みに加え、営業収益につきましては、各事業において新規取引の獲得やスポッ

ト貨物の取り込みが進み、新設拠点の稼働が本格化したことなどから、増収となりました。一

方、利益面につきましては、取扱拡大に伴う庫内作業人件費等の増加や、拠点集約・統廃合に伴

う一過性費用の発生、ならびに燃料価格等のコスト上昇が利益を圧迫し、各段階利益ともに前年

同期を下回る結果となりました。

その結果、当中間連結会計期間の営業収益は376億76百万円（前年同期比8.2％増）、営業利益

は３億47百万円（同59.8％減）、経常利益は３億13百万円（同62.5％減）、親会社株主に帰属す

る中間純利益は１億75百万円（同68.4％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①貨物自動車運送事業

運賃改定の浸透や一部大口得意先の需要増、新規案件の獲得等により増収となったものの、人

件費増加に加え、協力車費や燃料価格の上昇分がコストを押し上げ、減益となりました。

その結果、営業収益は、137億66百万円（前年同期比5.9％増）、セグメント利益は、９億16百

万円（同0.6％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の36.5％を占めております。
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②センター事業

新規得意先の獲得や既存得意先（通販・エレクトロニクス・日用品関連）の取扱量増加により

増収となったものの、庫内作業に関わる人件費、派遣社員費等の上昇が利益を圧迫し、減益とな

りました。

その結果、営業収益は、98億28百万円（前年同期比11.7％増）、セグメント利益は、４億57百

万円（同23.7％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の26.1％を占めております。

③アセット事業

得意先の保管面積拡大やスポット貨物の獲得に加え、当中間連結会計期間に開設した新拠点の

稼働開始により増収となりました。一方で利益面につきましては、得意先の拠点集約・移転に伴

う既存拠点の倉庫稼働率の低下や、拠点統廃合に伴う退去拠点の原状回復費用が重なり、減益と

なりました。

その結果、営業収益は、106億16百万円（前年同期比9.8％増）、セグメント利益は、４億43百

万円（同37.9％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の28.2％を占めております。

④その他事業

物品販売事業における大口スポット取引や、ベトナムでの旅客自動車運送事業における受注増

加等により増収となったものの、燃料高騰に伴う価格転嫁の遅れが影響し、減益となりました。

その結果、営業収益は、34億64百万円（前年同期比3.0％増）、セグメント利益は、４億32百万

円（同6.3％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の9.2％を占めております。

(２）当中間期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、現金及び預金が39百万円、受取手形、営業未収入金

及び契約資産が18百万円減少したものの、その他流動資産が２億91百万円増加したこと等により

２億44百万円増加し、160億86百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末に比べて、リ

ース資産が１億98百万円減少したものの、建設仮勘定が１億77百万円、その他有形固定資産が１

億91百万円、敷金及び保証金が１億77百万円、その他投資その他の資産が１億50百万円増加した

こと等により４億21百万円増加し、358億90百万円となりました。この結果、総資産は前連結会計

年度末に比べて、６億65百万円増加し、519億77百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、その他流動負債が３億16百万円減少したものの、営

業未払金が３億円、短期借入金が２億66百万円増加したこと等により３億19百万円増加し、183億

40百万円となりました。固定負債は、前連結会計年度末に比べて、リース債務が２億60百万円減

少したものの、長期借入金が３億51百万円増加したこと等により１億９百万円増加し、167億83百

万円となりました。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて４億28百万円増加し、351億

23百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、退職給付に係る調整累計額が93百万円減少したも

のの、利益剰余金が１億20百万円、為替換算調整勘定が１億75百万円増加したこと等により２億

36百万円増加し、168億53百万円となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は46億７

百万円となり、前連結会計年度末と比較して27百万円の資金の減少（前年同期は３百万円の資金

の増加）となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費が13億27百万

円あったこと等により、11億98百万円の資金の増加（前年同期は18億26百万円の資金の増加）と

なりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得によ

る支出が10億17百万円、敷金及び保証金の差入による支出が２億40百万円あったこと等により、

11億88百万円の資金の減少（前年同期は24億60百万円の資金の減少）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が

24億円あったものの、長期借入金の返済による支出が18億54百万円、リース債務の返済による支

出が５億47百万円あったこと等により、63百万円の資金の減少（前年同期は７億72百万円の資金

の増加）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点におきまして業績は概ね計画どおりに推移しており、2026年５月28日に公表しました

2027年３月期の連結業績予想の修正はありません。

今後、修正が必要と判断した場合には、速やかにお知らせいたします。
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(単位：千円)

前連結会計年度

(2026年３月31日)

当中間連結会計期間

(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,272,227 5,232,229

受取手形、営業未収入金及び契約資産 7,718,352 7,699,832

リース投資資産 530,674 541,707

その他 2,331,541 2,623,272

貸倒引当金 △9,911 △10,079

流動資産合計 15,842,884 16,086,962

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,194,587 5,181,536

土地 7,407,364 7,395,651

リース資産（純額） 3,565,860 3,366,893

建設仮勘定 5,082 182,686

その他（純額） 3,613,522 3,804,709

有形固定資産合計 19,786,419 19,931,477

無形固定資産 1,454,199 1,402,995

投資その他の資産

敷金及び保証金 7,531,661 7,708,779

その他 6,749,143 6,899,257

貸倒引当金 △52,302 △52,099

投資その他の資産合計 14,228,503 14,555,936

固定資産合計 35,469,121 35,890,409

資産合計 51,312,006 51,977,372

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

- 5 -

日本ロジテム㈱ (9060) 2027年３月期　第２四半期（中間期）決算短信



(単位：千円)

前連結会計年度

(2026年３月31日)

当中間連結会計期間

(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 3,611,955 3,912,736

短期借入金 8,249,658 8,516,417

賞与引当金 476,081 544,727

その他 5,683,157 5,366,286

流動負債合計 18,020,853 18,340,167

固定負債

社債 300,000 200,000

長期借入金 10,045,405 10,397,069

リース債務 2,962,265 2,701,314

役員退職慰労引当金 295,357 307,604

退職給付に係る負債 355,737 367,439

資産除去債務 746,241 759,673

その他 1,969,520 2,050,487

固定負債合計 16,674,526 16,783,588

負債合計 34,695,380 35,123,756

純資産の部

株主資本

資本金 3,145,955 3,145,955

資本剰余金 3,190,072 3,190,072

利益剰余金 7,825,428 7,946,347

自己株式 △93,118 △93,601

株主資本合計 14,068,337 14,188,773

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 297,387 329,315

為替換算調整勘定 797,534 972,900

退職給付に係る調整累計額 1,381,990 1,288,696

その他の包括利益累計額合計 2,476,912 2,590,912

非支配株主持分 71,375 73,930

純資産合計 16,616,625 16,853,616

負債純資産合計 51,312,006 51,977,372

- 6 -

日本ロジテム㈱ (9060) 2027年３月期　第２四半期（中間期）決算短信



(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

営業収益 34,831,481 37,676,178

営業原価 32,134,107 35,425,294

営業総利益 2,697,374 2,250,884

販売費及び一般管理費

人件費 1,031,853 1,033,637

その他 801,063 870,141

販売費及び一般管理費合計 1,832,916 1,903,778

営業利益 864,457 347,105

営業外収益

受取利息 19,883 17,531

受取配当金 10,967 11,805

受取手数料 5,530 5,529

持分法による投資利益 8,590 19,246

リサイクル材売却益 30,850 35,745

その他 21,418 43,834

営業外収益合計 97,242 133,692

営業外費用

支払利息 121,463 164,393

その他 4,603 2,875

営業外費用合計 126,067 167,268

経常利益 835,632 313,529

特別利益

固定資産売却益 31,177 47,177

特別利益合計 31,177 47,177

特別損失

固定資産除売却損 299 5,840

減損損失 15,297 9,887

特別損失合計 15,597 15,728

税金等調整前中間純利益 851,212 344,979

法人税、住民税及び事業税 328,365 162,755

法人税等調整額 △36,015 △3,643

法人税等合計 292,349 159,111

中間純利益 558,862 185,868

非支配株主に帰属する中間純利益 4,566 10,783

親会社株主に帰属する中間純利益 554,296 175,084

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

中間純利益 558,862 185,868

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 60,351 31,621

為替換算調整勘定 △591,672 128,968

退職給付に係る調整額 △53,089 △93,293

持分法適用会社に対する持分相当額 △72,884 45,768

その他の包括利益合計 △657,294 113,064

中間包括利益 △98,431 298,933

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △102,973 289,083

非支配株主に係る中間包括利益 4,541 9,849

（中間連結包括利益計算書）
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 851,212 344,979

減価償却費 1,197,071 1,327,723

貸倒引当金の増減額（△は減少） △495 △606

賞与引当金の増減額（△は減少） 64,612 66,647

退職給付に係る資産負債の増減額(△は減少） △71,290 △123,707

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,898 12,247

受取利息及び受取配当金 △30,851 △29,337

支払利息 121,463 164,393

固定資産除売却損益（△は益） △30,877 △41,337

減損損失 15,297 9,887

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △211,601 43,400

仕入債務の増減額（△は減少） △176,197 288,789

未払又は未収消費税等の増減額 35,238 △207,280

その他 362,960 61,694

小計 2,142,440 1,917,493

利息及び配当金の受取額 36,898 35,164

利息の支払額 △114,602 △161,688

法人税等の支払額 △238,293 △592,032

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,826,442 1,198,936

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 46,700 14,361

有形固定資産の取得による支出 △2,317,944 △1,017,162

有形固定資産の売却による収入 45,617 130,927

無形固定資産の取得による支出 △25,146 △27,141

敷金及び保証金の差入による支出 △355,561 △240,592

その他 145,401 △48,721

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,460,933 △1,188,328

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △409,945 100,000

長期借入れによる収入 4,109,400 2,400,000

長期借入金の返済による支出 △2,240,307 △1,854,427

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

リース債務の返済による支出 △529,115 △547,043

配当金の支払額 △53,987 △54,024

その他 △3,869 △7,777

財務活動によるキャッシュ・フロー 772,175 △63,272

現金及び現金同等物に係る換算差額 △134,052 25,312

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,632 △27,352

現金及び現金同等物の期首残高 3,807,236 4,635,281

現金及び現金同等物の中間期末残高 3,810,869 4,607,929

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

報告セグメント
その他事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額

（注）３
貨物自動車
運送事業

センター事業 アセット事業 計

営業収益

外部顧客への営業収益 12,996,250 8,799,335 9,670,440 31,466,027 3,365,454 34,831,481 － 34,831,481

セグメント間の内部収益

又は振替高
－ － 12,939 12,939 － 12,939 △12,939 －

計 12,996,250 8,799,335 9,683,379 31,478,966 3,365,454 34,844,420 △12,939 34,831,481

セグメント利益 922,179 598,834 713,911 2,234,925 461,932 2,696,858 △1,832,401 864,457

（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１.報告セグメントごとの営業収益および利益または損失の金額に関する情報

(注)１.「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事業

（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、物品販売

業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２.セグメント利益の調整額△1,832,401千円は、セグメント間取引消去および各セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人事、経理等管理部門に係る費用でありま

す。

３.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

「センター事業」および「アセット事業」セグメントの一部の事業拠点の事業用資産について

は収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、事業用資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減

損損失の計上額は、当中間連結会計期間においては「センター事業」セグメント9,423千円、

「アセット事業」セグメント5,874千円であります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額

（注）３
貨物自動車
運送事業

センター事業 アセット事業 計

営業収益

外部顧客への営業収益 13,766,223 9,828,399 10,616,578 34,211,201 3,464,977 37,676,178 － 37,676,178

セグメント間の内部収益

又は振替高
－ － 12,939 12,939 － 12,939 △12,939 －

計 13,766,223 9,828,399 10,629,517 34,224,140 3,464,977 37,689,117 △12,939 37,676,178

セグメント利益 916,916 457,113 443,681 1,817,711 432,752 2,250,464 △1,903,358 347,105

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１.報告セグメントごとの営業収益および利益または損失の金額に関する情報

(注)１.「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事業

（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、物品販売

業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２.セグメント利益の調整額△1,903,358千円は、セグメント間取引消去および各セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人事、経理等管理部門に係る費用でありま

す。

３.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

「センター事業」および「アセット事業」セグメントの一部の事業拠点の事業用資産について

は収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、事業用資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減

損損失の計上額は、当中間連結会計期間においては「センター事業」セグメント4,545千円、

「アセット事業」セグメント5,341千円であります。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
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（重要な後発事象の注記）

（株式給付信託（J-ESOP）制度の導入）

　当社は、2026年11月12日開催の取締役会において、当社の株価や業績と社員の処遇の連動性を

より高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価および業績向上への社員の意

欲や士気を高めるため、社員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信

託（J-ESOP）」（以下「本制度」といい、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信

託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）を導入することおよび下記の通り、株

式給付規程（以下「本規程」という。）を制定することにつき決議いたしました。

１．導入の背景

　当社は、経営理念の実現と中期経営計画2028における目標達成に向けて、社員の創意と挑戦を

推進し「経営戦略に即した人財の強化」に取り組んでおります。今般、社員に当社の株式を給付

し、株価変動を処遇として反映させることで、株主の皆様との価値共有およびエンゲージメント

向上を図るため、本制度を導入することといたしました。

２．本制度の概要および本規程の制定

　本制度は、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型のスキー

ムであり、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の社員に対し当

社株式を給付する仕組みです。

　本制度の導入により、社員の株価および業績向上への関心が高まり、これまで以上に意欲的に

業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

　当社は、2026年11月12日開催の取締役会において、本規程を制定することについて決議してお

ります。

　当社は、本規程に基づき、当社の社員に対し、勤続年数等に応じてポイントを付与します。社

員に付与されるポイントは、当社株式の給付に際し、１ポイント当たり、当社普通株式１株に換

算されます。ただし、当社株式について、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合等が行われ

た場合には、その比率等に応じて、付与済みのポイント数または換算比率について合理的な調整

を行います。

　社員が本規程に定める受益者要件を満たした場合、当該社員は、所定の受益者確定手続を行う

ことにより、ポイント数に応じた数の当社株式について、本信託から給付を受けます。

　本信託が取得する当社株式は、社員が給付を受けるまでの間、株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）において保有されることとなり、ポイントの付与を受けた社員であっても、給付を

受けるまでの間、ポイントに相当する当社株式について、譲渡その他の処分を行うことはできま

せん。

＜本制度の仕組み＞
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①　当社は、本制度の導入に際し株式給付規程を制定します。

②　当社は、株式給付規程に基づき社員に将来給付する株式を予め取得するために、みずほ信

託銀行（再信託先：日本カストディ銀行）に金銭を信託（他益信託）します。

③　本信託は、②で信託された金銭を原資として当社株式を、取引所市場を通じてまたは当社

の自己株式処分を引き受ける方法により取得します。

④　当社は、株式給付規程に基づき社員にポイントを付与します。

⑤　本信託は、信託管理人の指図に基づき議決権を行使します。

⑥　本信託は、社員のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たした者（以下「受益者」と

いう。）に対して、当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。

３．本信託の概要

(１) 名称　　　　　　　  ：株式給付信託（J-ESOP）

(２) 委託者　　　　　　  ：当社

(３) 受託者　　　　　　  ：みずほ信託銀行株式会社

（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行）

(４) 受益者　　　　　　  ：社員のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

(５) 信託管理人　　　　  ：当社の社員から選定

(６) 信託の種類　　　　  ：金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

(７) 信託の目的　　　　  ：株式給付規程に基づき信託財産である当社株式を受益者に給付す

ること

(８) 本信託契約の締結日  ：2026年11月26日

(９) 金銭を信託する日　  ：2026年11月26日

(10) 信託の期間　　　　  ：2026年11月26日から信託が終了するまで

（特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り信託は継続し

ます。）

４．本信託における当社株式の取得内容

(１) 取得する株式の種類　　　　　　　 ：当社普通株式

(２) 株式の取得資金として信託する金額 ：180,000千円

(３) 取得株式数の上限　　　　　　　　 ：40,000株

(４) 株式の取得方法　　　　　　　　　 ：立会外取引を中心に取引所市場より取得

(５) 株式の取得期間　　　　　　　　　 ：2026年11月27日から2028年７月31日（予定）まで
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